地域活動交付金交付要綱

　（目　的）

第1条　この交付金は、地区のつながりを深めたり、安全・安心なまちづくりに努めたり、官公署の事業や行事の伝達を行う町内会活動を奨励するとともに、広報紙配付や各種委員の推薦など市からの依頼事項を調整する町内会との連携を深め、もって地域の活性化と町内会の健全な発展を図ることを目的とする。

（交付金の交付対象）

第2条 交付金の交付対象は、次のとおりとする。

⑴　当該年度の４月１日において現に存する町内会

⑵　当該年度の４月１日以降において設立した町内会（同日において現に存する町内会が合併し、又は分割したことにより設立した町内会を除く。）
　（交付額）

第３条　交付金の額は、次に掲げる額の合計とする。
⑴　世帯割額　年額２，０００円×世帯数

⑵　均等割額　次に掲げる区分に応じ、それぞれ定める額

　ア　世帯数が９９以下の町内会　　年額１０９，０００円

　イ　世帯数が１００以上２９９以下の町内会　　年額１１０，０００円

　ウ　世帯数が３００以上４９９以下の町内会　　年額１１１，０００円

　エ　世帯数が５００以上の町内会　　年額１１２，０００円

２　世帯数は、当該年度の４月１日現在の町内会加入世帯数とする。

３　第２条第２項に掲げる町内会に対する交付金の額は、第１項各号の合計額を１２で除したものに、その設立された日の属する月の翌月（その日が各月の初日に当たる場合は、当月（以下「基準月」という。））以後の月数を乗じて得た額（１，０００円未満の端数金額は、切捨てる。）とする。この場合において、世帯数は、基準月の初日現在における町内会加入世帯数とする。

４　市長は、各町内会の交付金額の合計が、市の予算の範囲を超えた場合においては、予算内で収まるように各町内会の交付金の額を増減する。この場合において必要な事項は、市長が別に定める。
　（町内会の合併に伴う交付額の特例）
第４条　前条の規定にかかわらず、既存の町内会が合併し設立された町内会に対しては、合併を行った翌年度（４月１日において合併した場合については、当該年度とする。）から４年の間、交付金の額に加算額を加えた額の交付金を交付することができる。
２　前項に規定する加算額は、既存の町内会が合併直前に受けていた交付金の均等割額のうち、その最も大きい額の均等割額を除いた均等割額の合計額に次の表に定める割合を乗じて得た額とする。
	１年目
	４／４

	２年目
	３／４

	３年目
	２／４

	４年目
	１／４


　（交付申請）

第５条　交付金の交付を申請しようとする者は、地域活動交付金交付申請書兼豊川市ごみ対策事業推進交付金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）を市長に提出するものとする。

２　申請書は、当該年度の４月３０日までに市長に提出しなければならない。

３　第２条第２号に掲げる町内会は、前項の規定にかかわらず、基準月の初日から起算して１０日以内に申請書を市長に提出しなければならない。

　（交付決定通知書）

第６条　市長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、これを適当と認めたときは、速やかに地域活動交付金交付決定通知書兼豊川市ごみ対策事業推進交付金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。

　（申請の取下げ）

第７条　交付金の交付決定を受けた者が交付金の交付内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受けた日から５日以内に申請の取下げをすることができる。この場合は、当該交付金の交付決定はなかったものとする。

　（交付金の交付）

第８条　市長は、交付決定を受けた者が提出する地域活動交付金請求書兼豊川市ごみ対策事業推進交付金請求書（様式第３号）に基づき、交付金を交付するものとする。

　（活動報告）

第９条　交付決定を受けた者は、当該年度の終了後速やかに次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。
⑴　収支決算書
⑵　前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（確認等）

第１０条　市長は、交付した交付金がその目的に沿って使用されているか確認するため必要があるときは、交付金の交付を受けた者に対して資料の提出又は報告を求めることができる。
　（交付決定の取消し等）

第１１条　市長は、交付決定を受けた者が交付金をその目的以外の用途に使用したときは、既に交付した交付金の全部又は一部を返還させることができる。

　（遅延利息）

第１２条　交付決定を受けた者は、交付金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかった場合は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき年10.95パーセントの割合で計算した遅延利息を市に納付しなければならない。ただし、市長がやむを得ない事情があると認める場合は遅延利息の全部又は一部を免除することができる。

　（雑　則）

第１３条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。

　

附　則

１　この要綱は、平成４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　平成２０年１月１５日の前日において宝飯郡音羽町又は同郡御津町の区域内の住民で組織されていた町内会で、同日以降において存続するものに対する交付金は、平成１９年度分に限り、交付しない。

３　平成２２年２月１日の前日において宝飯郡小坂井町の区域内の住民で組織されていた町内会で、同日以降において存続するものに対する交付金は、平成２１年度分に限り、交付しない。

　　　附　則

この要綱は、平成６年４月１日から施行する。

　　　附　則

この要綱は、平成７年４月１日から施行する。

　　　附　則

この要綱は、平成８年４月１日から施行する。

　　　附　則

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。

　　　附　則

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。

　　　附　則

この要綱は、平成１６年９月１日から施行する。

　　　附　則

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

　　　附　則

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

　附　則

この要綱は、平成２０年１月１５日から施行する。

附　則
この要綱は、平成２２年２月１日から施行する。
附　則
この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

附　則
この要綱は、平成２５年５月２１日から施行する。
　　　附　則
この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。
　　　附　則
この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
